
（新）災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業（国土交通省連携事業）  

１，４００百万円 （０百万円） 

 総合環境政策局環境計画課 

 

１．事業目的 

  埠頭等を有する港湾地域は、貨物・旅客用船舶が集中し、それに伴う海・陸上の物

流システムが交差する産業活動の拠点としての機能を有しており、温室効果ガスの排

出量も多い。こうした港湾地域において、環境省・国土交通省が連携し、国の強力な

リーダーシップにより先進的な取組を推進していくことにより、温室効果ガスの効果

的な削減が図られる。また、災害時における必要な機能の維持や、電力需給逼迫への

対応の観点からも、再エネの導入や省エネ対策の推進が必要とされている。 

このような観点から、本事業では港湾地域における再エネ設備・蓄電池、省エネ設

備等を集中的に導入する先進的な取組を支援するもの。 

 

２．事業内容 

（１）実証事業（民間委託費） 

港湾地域において、海・陸上の物流システム・拠点並びに旅客用施設等を対象に、

災害時や電力需給逼迫時においても必要な機能や安全性などを保持するに必要なエネ

ルギーを、風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギー・蓄電池により確保でき

るシステムを構築するため、モデル的な取組を支援し、必要なエネルギー量や最適な

システム規模、温室効果ガス削減効果や事業性並びに国内外の港湾地域への波及性等

を検証する。 

（２）補助事業（民間補助（補助率１／２）） 

近年技術開発が進んでいる先進的技術の導入、周辺の冷熱や排熱等の未利用エネル

ギーの活用などによるモデル的取組を支援し、臨海地域の低炭素な地域づくりを推進

する。 

① 先進的技術の導入（電力回収装置付トランスファークレーンや温度調節機能を持

つリーファーコンテナー等） 

② 電力回収装置によるブレーキエネルギーの活用 

③ 周辺工場や施設からの冷熱・排熱等の活用 

④ 大規模蓄電池や制御システムによるエネルギーの効率的利用 

 

３．事業計画 

  平成24年度～平成26年度 

   

４．施策の効果 

  国が強力にリードし、CO2削減と災害等非常時に強いモデル的な臨海湾地域を構築

し、地域経済の活性化による新たな需要や雇用の創出など、国民生活の向上に貢献

する効果が期待できる。 

  本事業によるCO2削減効果は、約10,122t-CO2/年を見込んでいる。 
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・港湾地域において、再エネ設備・蓄電池・省エネ設備等の集中的導入を支援 
 

・低炭素で災害に強い、先進的でモデル的な臨海湾地域を構築 

災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業（国土交通省連携事業） 
 

平成24年度 １，４００百万円 

温室効果ガスの
排出量が多い 

○海上・陸上の物流システム 
産業活動の拠点が集中 

【実証事業(委託)】 （民間委託費：1,000百万） 
○災害時においても機能や安全性などの保持に必要なエネルギー
を再生可能エネルギー・蓄電池により確保できるシステムを構築 

○モデル的な取組を支援し、温室効果ガス削減効果や事業性並び
に国内外の港湾地域への波及性等を検証。 

【補助事業】 （民間補助(1/2)： 400百万） 

リーファーコンテナ トランスファークレーン 大容量蓄電池 

○環境省・国土交通省が連携し、先進的な取組を推進していくことによ
り、温室効果ガスの効果的な削減を図る。 
○災害時における機能の維持や、電力需給逼迫への対応の観点からも、
再エネの導入や省エネ対策の推進が必要とされている。 

港湾地域における再エネ設備・蓄電池、省エネ設備等を 
集中的に導入する先進的な取組を支援。 
 

イメージ図 

【CO2削減効果】約10,100t-CO2/年 
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○電力回収装置付トランスファークレーンや温度調節機能を持つ
リーファーコンテナー等の先進的技術の導入や周辺の冷熱や排熱
等未利用エネルギーなどの活用によるモデル的取組を支援し、臨海
地域の低炭素な地域づくりを推進。 


